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１．国民健康保険の業務について
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資格管理
（市町の事務）

○ 被保険者の資格の取得および喪失の事務
○ 被保険者証の発行

保険給付
（市町の事務）

○ 医療費給付
義務教育前 ８割、 一般 ７割、 70歳以上 ８割、 70歳以上のうち現役並所得者 ７割 を給付

○高額療養費の支給
医療費が高額となった場合に自己負担額を軽減するもの

○出産育児一時金
被保険者が出産した場合、条例で定める額（原則５０万円）を支給 ⇒ 滋賀県は全ての市町が５０万円を
支給

○葬祭費
被保険者が死亡した場合、条例で定める額（多くは５万円）を支給 ⇒ 滋賀県は全ての市町が５万円を支給

保険料の賦課
（市町の事務）

○ 国民健康保険料（税）は、前年度の所得等に応じて保険料（税）を決定する

保険料の徴収
（市町の事務）

○ 国民健康保険料（税）を徴収する
○ 滞納のある方に対しては、法に基づき督促、催告、徴収等を行う

保健事業
医療費の適正化
（市町（県）の事務）

○ 40歳～74歳の方に対して特定健康診査および保健指導を行う
○ その他、被保険者の健康づくり、医療費の適正化にかかる事業を行う

財政運営
（県と市町の共同）

○ 都道府県に国民健康保険特別会計を設置
○ 都道府県は、市町村から「納付金」を徴収する
○ 都道府県は、市町村にかかる医療給付費等の全額を「交付金」として交付する

■ 国民健康保険の業務について
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２．国民健康保険の都道府県単位化について
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【従前】 国保は市町村が個別に運営
【平成30年度～】 都道府県が財政運営の責任主体

市町村

都道府県

・ 資格管理（被保険者証等の発行）

・ 保険料率の決定、賦課・徴収 これらの業務は引き続き

・ 保険給付 市町村が実施する

・ 保健事業

（国保の構造的な課題）

・年齢が高く医療費水準が高い

・低所得者が多い

・小規模保険者が多い

都道府県は納付金を

市町村から徴収

都道府県が、国保の運営
に中心的役割を果たす

市町村

市町村

市町村

市町村

市町村

給付費に必要な費用を、

全額、市町村に交付

○ 平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業

の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

○ 市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健
事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う

市町村

国保特別会計
を設置

■ 国民健康保険の都道府県単位化
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支出

医療給付費に必要な費用
を全額、市町村へ交付

保険料 保険給付費

支出

保険料 医療給付費

納付金 交付金

市町村の国保特別会計

公費

・国庫負担金
等

収入

公費

・保険料軽減
等

公費

・国庫負担金
等

収入

収入

H29以前 H30以降

市町村の国保特別会計

支出

都道府県の国保特別会計

国保の財政は、都道府県と市町村が
一体となって運営する

■ 都道府県単位化による国保の財政
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■ 財政面に関して

○ 都道府県に国民健康保険特別会計を設置する

○ 市町村から「納付金」を徴収するとともに、医療給付費等の全額を「交付金」として市町村に交付する

○ 毎年度に市町村ごとの「納付金」および「標準保険料率」を算定し、市町村に示す

（市町村は、都道府県が示した「標準保険料率」を参考にして実際の保険料率を決定する）

■ 運営全般に関して

○ 都道府県は「国民健康保険運営方針」を策定する

○ 次の事項について中心的な役割を担いつつ、市町村と一体となって推進する

・ 保険料の徴収の適正実施 （収納対策の向上）

・ 資格管理や保険給付の適正実施

・ 医療費の適正化、被保険者の健康づくりの推進

・ 市町村が担う事務の効率化、広域化の推進

■ 都道府県の役割
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３．国民健康保険運営方針について
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（６） 市町村が担う事務の効率化、広域化の推進
に関する事項

〈任意項目〉
（７） 保健医療サービス・福祉サービス等に関す

る施策との連携に関する事項
（８） 施策の実施のために必要な関係市町村相

互間の連絡調整等

■ 主な記載事項

〈必須事項〉

（１） 国保の医療費、財政の見通し
（２） 市町村の保険料の標準的な算定方法

及びその水準の平準化に関する事項
（３） 保険料の徴収の適正な実施に関する

事項
（４） 保険給付の適正な実施に関する事項
（５） 医療費適正化に関する事項

○ 都道府県と市町村が一体となって、財政運営、資格管理、保険給付、保険料の賦課徴収、保健
事業その他の保険者の事務を共通の認識の下で実施するとともに、各市町村が国保事業の広域
化や効率化を推進できるよう、都道府県が、国保法に基づき、県内の統一的な国民健康保険の運
営方針を定める。

○ 市町村は、国保法第82条の２に基づき、都道府県国保運営方針を踏まえた国民健康保険の事
務の実施に努める。

下線は、国保法改正後（令和6年4月施行）の内容

■ 国民健康保険運営方針とは
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基本理念 ： 持続可能な国民健康保険の運営

滋賀県が目指す国保

基本理念を実現するための３つの方向性

１ 保険料負担と

給付の公平化

２ 保健事業の推進と

医療費の適正化
３ 国保財政の健全化

あるべき姿 ： 県民が健康な暮らしを送れる、いざという時に安心して医療を受けられる国保制度

第２期運営方針 （令和３年度～令和５年度）

・保険料水準の統一に向けた検討を
進める

・事務の効率化や標準化による給付
サービスの平準化

・データヘルスの推進
（健康・医療データを活用した事業実施）

・後発医薬品の推進など

・保険者努力支援制度に係る取組を
進め、財政基盤を強化

・収納対策の向上

■ 本県の国保運営方針の概要
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４．国民健康保険事業の概況について
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市町村国保 協会けんぽ 健康保険組合 共済組合
後期高齢者
医療制度

保険者数 １，７１６ １ １，３８８ ８５ ４７

加入者数 ２，６６０万人 ４，０４４万人 ２，８８４万人 ８５４万人 １，８０３万人

主な加入者
自営業
無職

中小企業の社員 大企業の社員 公務員 ７５歳以上の者

平均年齢 ５３．６歳 ３８．１歳 ３５．２歳 ３２．９歳 ８２．５歳

一人当たり
医療費

３７．９万円 １８．６万円 １６．４万円 １６．３万円 ９５．４万円

一人当たり
平均所得

８６万円 １５９万円 ２２７万円 ２４８万円 ８６万円

一人当たり
保険料

８．９万円 １１．９万円 １３．２万円 １４．４万円 ７．２万円

令和元年度の状況

出典 ： 厚生労働省作成資料

国保は年齢構成が高く、医療費水準が高いほか、所得水準が低く、保険料負担が重いという課題がある

■ 医療保険者の概要
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出典：淡海ヒューマンネット （R５年４月診療分）

被保険者の年齢別構成割合

278,719 
271,783 269,692 

263,780 
254,970 

100000

140000

180000

220000

260000

300000

H30年度末 R元年度末 R２年度末 R３年度末 R５年4月

国保の被保険者数

【概説】

・ 本県の国保被保険者は約2５万人であり、県民の概ね５人に１人
・ 65歳以上の高齢者の割合が大きいことが特徴
・ 国保被保険者は、近年は減少傾向で推移している （多くの方が75歳到達により後期高齢者医療制度へ移行）

出典：国民健康保険事業年報 （R５年4月のみ月報）

■ 被保険者の状況
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一人当たり医療費の推移国保の医療費総額

【概説】

・ 本県の国保の医療費総額は約1,000億円で推移している

・ 一方、一人当たり医療費は４０万円を超え、高齢化や医療の高度化を背景に増加傾向となっている。

60000

70000

80000

90000

100000

110000

120000

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R4年度

1,07４億円

円

1,0６０億円1,056億円
1,072億円

1,027億円

出典：国民健康保険事業年報 （R４年度のみ速報値）

100000
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350000
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450000

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R4年度

406,985円

369,677円

387,721円

377,198円

出典：国民健康保険事業年報 （R４年度のみ速報値）

399,511円

■ 医療費の状況
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令和５年度の各市町の保険料率

■ 国民健康保険料の概要
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保険者名

医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

% % 円 円 % % 円 円 % % 円 円

大津市 6.80 － 26,100 17,400 2.70 － 10,200 6,600 2.70 － 11,100 5,400 

彦根市 6.51 － 25,800 17,200 2.53 － 9,800 6,500 2.19 － 10,400 5,300 

長浜市 6.30 － 24,700 17,400 2.90 － 11,400 7,900 2.54 － 12,100 6,100 

近江八幡市 7.10 － 26,800 19,000 2.63 － 10,000 7,400 2.26 － 9,800 5,000 

東近江市 6.00 － 24,000 17,700 2.50 － 9,600 7,200 2.20 － 11,500 5,900 

草津市 6.00 － 25,100 17,900 2.50 － 9,300 7,000 2.10 － 10,700 5,500 

守山市 6.20 － 25,500 18,700 2.50 － 11,100 8,000 2.30 － 12,200 6,100 

野洲市 6.22 － 26,900 18,600 2.27 － 9,700 7,100 2.22 － 11,400 5,700 

湖南市 6.40 － 26,200 19,200 2.20 － 8,900 6,800 1.90 － 9,900 4,900 

甲賀市 6.80 － 23,600 20,000 2.40 － 7,500 6,300 2.10 － 9,600 6,600 

高島市 7.10 － 26,100 19,600 2.60 － 9,400 7,000 2.40 － 10,700 5,600 

米原市 5.78 － 24,300 16,500 2.48 － 10,100 7,000 2.29 － 11,800 5,900 

栗東市 5.70 － 25,100 17,000 2.25 － 10,100 6,900 1.77 － 11,100 5,800 

日野町 6.40 － 21,000 20,000 2.90 － 10,000 9,500 2.15 － 10,500 6,500 

竜王町 5.70 － 24,600 18,500 2.40 － 9,800 7,500 2.10 － 11,200 5,700 

愛荘町 5.91 － 23,000 17,000 2.53 － 9,500 7,000 2.11 － 12,000 5,000 

豊郷町 5.86 － 19,700 14,700 2.65 － 8,900 6,700 2.30 － 10,800 5,300 

甲良町 6.50 5.70 22,000 18,000 2.30 2.00 8,000 6,000 2.20 0.90 9,000 5,000 

多賀町 6.27 － 26,200 18,400 2.55 － 10,600 7,400 2.07 － 10,300 5,300 



【概説】

・ 県内各市町の保険料の収納率は近年約96%となっている

・ また、例年、全国で6位～１０位と、比較的高い水準となっている

・ 保険料の収納額は約2４0億円となっており、これは、国保特別会計の歳入（約1,２00億円）の約１／５であり、
残り約４／５は国等からの交付金が占めている

保険料の収納額保険料の収納率

90
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93
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95

96

97

98

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R4年度

95.92% 95.84%

94.90%
94.91%

95.60%

100

150

200

250

300

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R4年度

237.9億円

266.8億円 266.0億円

257.4億円

% 億円

252.5億円

■ 保険料収納の状況
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（R４年度のみ速報値） （R４年度のみ速報値）



【概説】

・ ４０歳から７４歳を対象とする特定健康診査およびメタボリックシンドローム（肥満）等に該当する方に対する保健指導
の実施により、被保険者の健康の保持増進と医療費の適正化を図るもの

・ 特定健康診査の受診率は増加傾向にあったが、令和２年度はコロナ禍の影響を受けて受診率は低下し、令和４年
度においても、コロナ禍以前まで回復していない。

特定保健指導の実施率特定健康診査の受診率
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%

R４は速報値

■ 特定健康診査・特定保健指導の状況
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